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我が国の ICT 産業の競争力を確保するためには、研
究開発から社会実装までの加速化を図ることが重要で
あり、このため、基礎研究段階の研究開発と同時に研
究開発成果の技術実証に取り組むことで、一気に実用
化やシステム化を目指すことが必要である。また、実
用化前に幅広い利用者に利用してもらう社会実証の取
組も重要である。このような観点から、NICT では第
4 期中長期計画 [1] において、テストベッドに係る取組
を一層強化し、技術実証及び社会実証に対応したテス
トベッドの構築及び運営に取り組んできた。その一環
として、外国の研究機関等とのテストベッドの相互接

続によって国際的な研究環境を整備し、NICT の研究
開発成果の国際展開を一層推進してきた。

第 5 期中長期計画 [2] では、NICT の重点研究開発分
野における我が国の国際競争力を確保・強化する観点
から、基礎研究から成果普及まで一気通貫で取り組む
ための国際的に魅力ある研究開発ハブを戦略的・機動
的に形成することとしている。特に、Beyond 5G の実
現に向け、研究開発・技術実証・社会実装のオープン
イノベーション拠点として、運用、利用及び改善を通
じて実証環境が循環進化するテストベッドを構築する
こととしている。さらに、国際的な共同研究等の積極
的な国際連携を通じて、NICT の優れた研究開発成果
の国際展開に取り組むこととしている。
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本稿では、NICT 総合テストベッドを通じた国際連携
に関する取組について、多国間会議及び多国間・二国間
MOU 等を通じた協力について述べた後、国際共同公募
及び国際共同プロジェクトについて述べる。最後にそ
の他の協力の枠組み、JGN 国際ネットワークの変遷と
ともに、第 5 期中長期計画への展望について述べる。

	 多国間会議

NICT は、総合テストベッドを通じた国際連携を推
進するため、ICT に関する政府間及び研究ネットワー
ク間の多国間会議への参加・貢献を行っている。

2.1	 G7 及び G20
2016 年 4 月に開催された G7 香川・高松情報通信大

臣会合 [3] では、あらゆる人やモノがグローバルにつな
がる「デジタル連結世界」の実現に向けて G7 各国の連
携・協力による取組を強化することとし、そのための
基本原則や行動計画を取りまとめた成果文書として

「デジタル連結世界憲章」及び「G7 情報通信大臣共同宣
言」が採択された [4]。また、G7 各国の具体的な取組を
集め、国際機関も含めた相互の連携・協力を図るべく、

「G7 協調行動集」（共同宣言の附属書）が策定された [4]。
憲章の G7 ICT 戦略では、i. ICT へのアクセスの向上

において、「（b） （前略）世界規模での ICT インフラ（中
略）の、質及び手頃感の向上」が、また、iii. イノベーショ
ンの促進において、「（f） 研究開発及び新たな技術の受
容の促進」が言及された。共同宣言の行動計画では、i. 
ICT へのアクセスの向上において、「12.（前略）世界的な
連結性の強化にも資する、教育及び研究開発の目的の
ためのオープンなインフラを提供する国立研究教育
ネットワークの整備、相互接続及び利活用の重要性を
認識する。」旨、また、「27.（前略）IoT、ビッグデータ分
析、5G モバイル通信、人工知能（AI）及びロボット技術
などの新たな技術に関する、ICT の研究開発を奨励す
ることへの合意を再確認する。（後略）」旨言及された。

また、協調行動集では、イノベーションの促進にお
いて、「日本は、研究開発のためのオープンなインフラ
を提供するテストベッドネットワーク（JGN）を含む、
国立研究教育ネットワークにおける継続的な連携を歓
迎する。」旨言及された。

2021 年 4 月に開催された G20 コネクティビティと
ソーシャル・インクルージョン・フォーラム [5] におい
て、NICT 児島総合テストベッド研究開発推進セン
ター長から、研究教育用超高速ブロードバンドの接続
性と国際共同研究プロジェクトの成果について発表を
行った。発表では、ブロードバンドへの接続性は、テ
レワーク、遠隔医療、遠隔教育等 ICT 利用の急拡大に

より非常に重要になっており、Beyond 5G の開発に向
けて、超高速ブロードバンドへの期待が世界で高まっ
ている旨強調した。

2021 年 8 月にイタリア（トリエステ）で開催された
G20 デジタル大臣会合 [6] では、強

きょう

靭
じん

で強力で持続可能
で包摂的な経済回復のためのデジタル化の活用を全体
のテーマとして議論が行われ、「G20 デジタル大臣宣
言」が採択された [7]。

大臣宣言のデジタル経済では、4 月のフォーラムを
踏まえ、vii. 接続性と社会的包摂において、「高性能な
デジタル接続を含む、安全で強靭性のあるインフラに
基づく高品質なデジタルサービスの提供は、将来的に
非常に重要である。接続性は、労働力の中断を最小限
に抑え、オンラインでの学習や仕事をサポートし、公
共サービスやスマート医療システムへのアクセスを可
能にし、地域の結束力を強化し、将来の労働力を準備
するために、誰でも、どこでも、仕事のスキルアップ
や再教育プログラムを促進する。」旨言及された。また、

「2021 年 4 月に開催された「コネクティビティとソー
シャル・インクルージョン・フォーラム」を機会とし
た、G20 各国、国際機関、その他のステークホルダー
によるオープンな対話の中で、我々は、接続性による
イノベーション、成長、包摂性の促進、接続性を通じ
たグローバルな課題への取組、全ての人のための接続
性に関する優良事例の共有といった重要な議題を取り
上げた。」旨言及された。

2.2	 APAN（アジア太平洋）
APAN （Asia Pacific Advanced Network、アジア

太平洋先端ネットワーク）[8] は、アジア太平洋地域に
おいて、研究教育コミュニティ向けに先端ネットワー
ク環境構築の調整をする場であるとともに、ネット
ワーク技術やネットワークを使ったアプリケーショ
ン・サービス展開の推進を行っている。また、この目
的のために、欧米を始めとした他の国際機関との協力
関係を結んでいる（図 1）。

APAN は 1997 年 6 月に国際コンソーシアムとして
発足し、2008 年 8 月に改組し香港において法人として
登録している。2021 年 8 月現在の会員カテゴリとカテ
ゴリごとの会員数は次のとおりである。

 • Primary Member: 17機関。各国／地域ごとに1機
関で投票権を有する会員。
 • Associate Member: 3 機関。各国／地域から複数
参加でき、ネットワーク提供の調整をする会員。
 • Affiliate Member: 2 機関。ネットワークを利用す
るコミュニティを代表する会員。
 • Liaison Member: 1 機関。APAN と目的を同じく
する同業組織。
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NICT は、 日 本 か ら の Primary Member で あ る
APAN-JP の構成員として参加している。

APAN は年に 2 回、おおむね 2 月と 8 月に、会員が
主催する会合を開催し、その会合を中心に 5 つの委員
会、技術分野の作業部会 6、アプリケーション分野の
作業部会 6 のほか、各種ワークショップ等の活動をし
ている。なお、技術分野の作業部会である IoT WG の
議長は NICT が務めている。

新型コロナ蔓延の影響で、2020 年 3 月に予定されて
いた APAN49 ネパール会合は中止になり、それ以降
の APAN50 香港会合（2020/8）・APAN51 パキスタン
会合（2021/2）・APAN53 インドネシア会合（2021/8）
はオンラインでの会合となった。

NICT は、前身である郵政省通信総合研究所（CRL）
が APAN 設立に関与し、引き続き APAN に参加して
いる。2011 年に APAN と NICT の間で覚書（MOU）を
締結しており、“MOU Partner”となった。これは現在
も継続している（2021 年に更新）。 過去にも、Future 
Internet Testbed WG（活動終了）の議長を務めるなど
の貢献をしてきている。

2.3	 Asi@Connect,	TEIN
Asi@Connect は、アジア太平洋地域で主に発展途上

国の国家研究教育ネットワーク（NREN）向けに高速イ

ンターネットへの接続を提供するとともに、人材の育
成 を 行 っ て い る プ ロ ジ ェ ク ト で あ る。 韓 国 の
TEIN*CC（TEIN * Cooperation Center）が、EU や韓国
政府・ソウル市、ほかの NREN からの資金を得て、運
営している。Asi@Connect は 2016 年 9 月に開始され、
当初 5 年間の予定であったが、2 年間延長され、2023
年 8 月まで継続することになっている。予算総額は、
3,650 万ユーロ（約 46 億 9 千万円）である。2021 年 8 月
現在の参加パートナー国／地域数は 24 である。

Asi@Connect の前身は、2000 年に ASEM3 会合で発
足した TEIN（Trans-Eurasia Information Network）で
あり、2001 年に韓国 - フランス間に 2 Mbps 回線が開
通した（TEIN1）。以後、TEIN4 までプロジェクトが運
営された。

 • TEIN1 （2001 - 2005） 帯域 2 M - 155 Mbps。韓
国 - フランス間
 • TEIN2 （2006 - 2008） 帯域 45 M - 622 Mbps。EU
からの資金提供開始。GÉANT（DANTE）が運営
 • TEIN3 （2009 - 2012） 帯域 2.5 Gbps。アジア地域
のパートナー数 : 19。GÉANT（DANTE）が運営
 • TEIN4 （2012 - 2016） 帯域 10 Gbps。パートナー
数 : 24。2012/9 に TEIN*CC へ運営移行

Asi@Connect の活動は以下の 6 つの作業パッケージ
（WP: Working Package）に分類され、WP1はTEIN*CC

図 1　APAN ネットワーク (apan-topology_original1-2018.png -https://apan.net/about/network-maps/ より )
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が実施し、WP2 から WP6 は TEIN*CC が公募（Open 
Call）したプロジェクトに助成金を出す形で実施されて
いる。2021 年 8 月の時点で第 5 次公募の応募・審査中
である。

 • WP1 : Network Procurement and Management、
ネットワーク調達と管理
 • WP2 : Capacity development of developing 
country NRENs、途上国 NREN の人材育成
 • WP3 : Research and Education Network Design 
& Opera t i ons  and  assoc i a ted  capac i ty 
development、研究教育ネットワーク設計・運用
及び関連の人材育成
 • WP4 : Deployment of specialized network 
products, services and application and associated 
capacity development、ネットワーク製品・サー
ビス・アプリケーションの展開と関連人材育成
 • WP5 : Promoting Asi@Connect enabled research 
and education collaboration for societal benefit、
Asi@Connect を利用可能な社会的利益のための
研究教育コラボレーションの促進
 • WP6 : Helping to bridge the digital divide in 
developing countries、発展途上国におけるデジタ
ル・デバイド解消支援

	 多国間・二国間MOU等

NICT は、テストベッドを通じた国際連携を推進す

るため、研究教育ネットワーク間の多国間及び二国間
の MOU 等を締結し、定期的に改訂・更新するととも
に、同 MOU 等に基づく国際連携活動への参加・貢献
を行っている。

3.1	 APOnet（アジア太平洋・大洋州）
2017 年 12 月に APR（Asia-Pacific Ring）として締結

した 7 者間 MOU が 2020 年 11 月に終了し、この覚書
を、新たにメンバーを加えて11者とし内容も見直した
上 で、2021 年 6 月 に APOnet （Asia Pacific Oceania 
network、アジア太平洋・オセアニア ネットワーク）
[9] として、MOU を締結した [10]。アジア太平洋・オ
セアニア地域の 100 Gbps 回線のオーナーによるもの
である（図 2）。

主な目的には、従来の相互の回線バックアップの他、
経路選択の適正化などが含められている。

参加機関は、NICT、ARENA-PAC、オーストラリ
ア学術・研究ネットワーク（AARNet）、米国次世代イ
ンターネット開発のための大学協議会（Internet2）、韓
国科学技術情報研究院（KISTI）、国立情報学研究所

（NII）、米国 Pacific Wave、ニュージーランド先端研
究教育ネットワーク（REANNZ）、シンガポール先端
研究教育ネットワーク（SingAREN）、米国 TransPAC、
米国ハワイ大学である。

3.2	 AER（アジア太平洋・欧州）
2019 年 6 月に、シンガポールとロンドン間で、

3

図 2　APOnet ネットワーク
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100 Gbps 回線 CAE-1 （Collaboration Asia Europe-1）
が開通した。CAE-1 は、AARNET（豪州）・GÉANT

（欧州）・NORDUnet（北欧）・SingAREN（シンガポー
ル）・SURF（蘭）・TEIN*CC（韓）が共同で調達したも
のである。

CAE-1 と NICT 及び NII の回線、欧州内回線により、
アジア - 欧州地域で、リング状のネットワークが形成
されることから、このリングを AER （AsiaPacific-
Europe Ring、アジア太平洋 - 欧州リング）として、
2019 年 7 月、CAE-1 参加機関と NICT 及び NII で回
線の相互バックアップや研究協力等を目的として覚書
を締結した [11]。

なお、2021 年 1 月に、サウジアラビア・アブドラ王
立科学技術大学（KAUST）が、シンガポール - サウジ
アラビア-アムステルダム間に100 Gbps回線2本を設
定し、APAN51（2021 年 2 月）で AER への参加の意向
を表している（図 3）。

3.3	 GÉANT（欧州）
GÉANT は、欧州の NREN の連合組織で、NREN を

相互接続するネットワークを管理運用している。
1986 年に活動開始し、2014/10 に再編されており、

前身は、TERENA （連合組織）・DANTE （NW 運用）
である。

本部は、オランダ・アムステルダム及び英国・ケン
ブリッジに置かれている。

GÉANT は元々ネットワーク／プロジェクトの名称
である。

DANTE が TEIN を運用していた時期（2006-2012）
から、NICT と GÉANT とは協力関係にあり、定期的
に会合を持っている。

3.4	 NIA（韓国）
NIA （National Information Society Agency、韓国

情報社会振興院）は、韓国国家機関であり、情報化政
策研究・通信インフラ構築支援・情報通信関連標準化
支援を行っている。

また、韓国の高度研究用ネットワーク（KOREN）を
運用している。KOREN は、現在、ソウル - 香港及び
ソウル - シンガポール間に 100 Gbps の国際回線をも
ち、NICT の国際回線と相互バックアップしている。

3.5	 SingAREN・NSCC（シンガポール）
NICT は、シンガポールの SingAREN （Singapore 

Advanced Research and Education Network、シンガ
ポール先端研究教育ネットワーク）及び NSCC （Na-
tional Supercomputing Centre Singapore, Science and 
Engineering Institute、シンガポール国立スーパーコ
ンピューティングセンター科学技術研究所）と、東京 -
香港・香港 - シンガポールの 100 Gbps 回線を共同運用
している。実際の回線運用は、NICT と SingAREN で
行い、NSCC は回線利用者の立場にある。

NICT とシンガポールとの回線共同運用は、2017 年
11 月の同回線の開通に始まっている。同回線はアジア
地域における最初の 100 Gbps 回線であり、前述の
APR 形成の端緒となり、ひいては AER、APOnet 形
成に至っている。

SingAREN は SingAREN Open Exchange （SOE）を
運営しており、東南アジア地域のネットワーク・ハブ
となっているだけでなく、欧州や大洋州地域への中継
点として重要な役割を果たしている。

3.6	 NECTEC、UniNET（タイ）
NECTEC （National Electronics and Computer 

Technology Center、国立科学技術開発庁 国立電子コ
ンピュータ技術センター）は、タイ王国において、
1） 技術基盤の構築、2） 技術エコシステムの発展促進、
3） 先端技術開発への準備をミッションとする国立機
関であり、UniNET （高等教育・科学・研究・イノベー
ション省 事務次官事務局 教育開発用情報技術管理
室）は、タイ王国内の大学・高等教育機関のネットワー
クを構築・維持管理している。

UniNET が高等教育機関向けのネットワークを提供
している一方、NECTEC は、政府研究機関向けのネッ
ト ワ ー ク ThaiSarn を 運 用 し て お り、UniNET と
ThaiSarn とで、タイの研究教育ネットワーク ThaiREN
が形成されている。

NICT と NECTEC 及び UniNET とで、バンコク -
シンガポール間に 1 Gbps の回線を設定運用している。
2016 年 2 月には、同回線を使って、日本 - タイ間で相

図 3　AER ネットワーク
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互に 4 K 映像を配信する国際伝送実験を行った。

3.7	 JUCC（香港）
JUCC （Joint Universities Computer Centre Ltd, 大

学連合コンピューターセンター）は、香港大学・香港
中文大学等の大学を会員とした高等教育機関（大学）に
よるコンソーシアムである。

2017年頃から、ネットワークリソースの共有や相互扶
助を目的とした GNA（Global Network Architecture）が
提唱され、これに準拠した交換点（eXchange Point）とし
て、2018 年 4 月にHKOX （Hong Kong Open eXchange）
を JUCC が開設した。NICT の JGN と HKOX は、2019
年 2 月に香港で 10 Gbps 回線接続している。

なお、HKOX は、2021 年 1 月に、HARNET R&E 
Nodeと改称している。（HARNETはJUCCが運用する
会員向けのネットワーク、Hong Kong Academic and 
Research Network）

3.8	 ASGC（台湾）
ASGC （Academia Sinica Grid Computing Center、

台湾中央研究院グリッドコンピューティングセンター）
は、台湾・中央研究院配下の組織である。中央研究院
内で e-Science 用のインフラを運用している。WLCG 

（World-wide Large Hadron Collider Computing Grid）
に加盟しており、LHCOPN/LHCONE の Tier-1 の役割
を持つ。

また、防災・減災関係の研究も活発に行われており、
ひまわりリアルタイム Web のサーバが ASGC 内に置
かれている（5.2参照）。

NICT (JGN) とはシンガポールでネットワーク相互
接続している。

3.9	 TransPAC/Indiana 大学（米国）
TransPAC は、1998 年に始まったインディアナ大学

国際ネットワーク（IN@IU）が、米国 NSF から資金を
得て、管理運営するプロジェクトの一つである。IN@
IU は、TransPAC の他、NEA3R （ネットワーク）、
NetSage （ネットワークの分析）などのプロジェクト
も運営しており、ネットワーク接続を提供することで
国際的な研究教育の推進を目的としている。現在の
TransPAC5 プロジェクトは、2020 年から 5 年間の計
画で進められている。

TransPAC は、シアトル - 東京間に 100 Gbps 回線
を持ち、グァム - シンガポール 100 Gbps 回線コンソー
シアムにも参加している。NICT の実証実験でも
TransPAC の協力を得て実施したものがある。例え
ば、2018 年 2 月のさっぽろ雪まつり 8 K ライブ配信

（5.1参照）や 2019 年 11 月に米国コロラド州デンバーで

開催された SC19 での日米間 500 Gbps データ転送実験
（5.4参照）においては、TransPAC 回線を利用している。

	 国際共同公募による共同研究プログラム

NICT は、先進国・地域の資金提供機関と連携して、
国際共同公募による共同研究プログラムを実施してい
る。

4.1	 米国 NSF	JUNO
NICT と米国国立科学技術財団（NSF: National Sci-

ence Foundation）のコンピュータ情報科学工学局
（CISE: Directorate for Computer and Information 
Science and Engineering）に属するコンピュータネッ
トワーク部（CNS: Division of Computer Network Sys-
tems）は、2007 年以来、主に将来ネットワーク／新世
代ネットワークの研究分野において連携を行ってきた。
共同研究プログラムの形成に向けて、2008 年及び 2009
年に第 1 回及び第 2 回日米将来ネットワーク ワーク
ショップを NSF と共同開催した。2010 年から 2012 年
度まで、NICT・NSF が共同で将来インターネットの
設計に向けた 7 件の研究提案に資金を提供し、日米の
研究者を支援した（日米共同研究プログラム第 1 弾）。

2012 年 3 月、日米両政府は“インターネットエコノ
ミー日米政策協力対話（第3回局長級会合）”[12]におい
て、「新世代ネットワーク（NWGN）／将来インター
ネットの研究開発」分野で協力することが確認された。
共同研究プログラムの形成に向けて、2012 年 11 月、第
3回日米将来ネットワーク ワークショップ[13]をNSF
と共同開催し、共同研究を行う 3 つの領域を特定した。
2013 年 5 月、NICT と NSF は、それぞれの国の研究
者に対して、この 3 領域における共同研究を支援する
ために連携することで合意し、包括的協力覚書

（MOU）を締結した [14]。同 MOU に基づき、2013 年 7
月から 11 月まで、NSF と共同で「将来ネットワークの
実現に向けた超大規模情報ネットワーク基盤技術に関
する研究」に関し、（1）モデル化及び設計、（2）モバイル
コンピューティング・ネットワーキング技術、（3）光
ネットワーク技術の 3 領域について、日米共同研究プ
ロジェクト提案の公募を行った [15]。2014 年 2 月から
2017 年 2 月まで、JUNO （Joint Japan － US Network 
Opportunity）（日米共同研究プログラム第 2 弾）とし
て、7 件（NICT との連携を含む）の日米共同研究プロ
ジェクトが実施された [16]。

2016 年 3 月、JUNO 後継プログラムの形成に向けて、
スマートコミュニティを支える高信頼ネットワークに
関するワークショップをNSFと共同開催し、共同研究
を行う 2 つの領域を特定した。2017 年 7 月から 12 月

4
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まで、NSF と共同で「スマートコミュニティを支える
高信頼ネットワーク構成技術の研究開発」に関し、（1） 
IoT （Internet of Things）/CPS （Cyber-Physical 
Systems）信頼確立のための基盤技術、（2） IoT/CPS を
支える光ネットワーク技術の 2 領域について、日米共
同研究プロジェクト提案の公募を行った [17]。2018 年
9 月から 2021 年 8 月まで、JUNO2（日米共同研究プロ
グラム第 3 弾）として、5 件（NICT との連携を含む）の
日米共同研究プロジェクトが実施された [18]。

2020 年 11 月、JUNO2 後継プログラムの形成に向け
て、プログラム可能なネットワークに関するワーク
ショップをNSFと共同でオンライン開催し、共同研究
を行ういくつかの領域を特定した。2021 年 9 月から 12
月まで、NSF と共同で「次世代コアと Beyond 5G / 6G
ネットワークのためのプログラム可能なネットワーク
の研究開発」に関し、（1）ネットワークアーキテク
チャ／ネットワーク内インテリジェンス及びプログラ
ム可能なネットワーク機能に関する基礎技術、（2）ス
マートサービス、アプリケーション及び研究用テスト
ベッドでの実験の 2 領域について、日米共同研究プロ
ジェクト提案の公募を行った [19]。2022 年から 3 年間、
JUNO3（日米共同研究プログラム第 4 弾）として、最大
5 件（NICT との連携を含む）の日米共同研究プロジェ
クトを実施する予定である。

4.2	 欧州 FP7、Horizon	2020
NICT では、欧州連合（EU）との連携により研究開発

の促進が期待できる領域について、2013 年度から欧州
委員会（EC）が実施する第 7 次欧州研究開発フレーム
ワーク計画（Framework Programme 7 : FP7）及び
FP7 の後継の研究開発プログラムである Horizon 2020
と連携して共同で公募を行い、日欧の共同研究を実施
してきた。日欧が協力して研究開発を行うことで、双
方の強みを戦略的に組み合わせるとともに、国際標準
化をにらんだ研究開発力の強化や国際的な研究開発・
実証環境の構築を図るとともに、研究開発分野におけ
る協力関係を継続し、深化させることを狙いとしてい
る。

第 1 弾では、EC が実施する FP7 と連携して、2012
年 10 月から 11 月まで「新世代ネットワークの実現に
向けた欧州との連携による共同研究開発」と題して、
以下の 3 つの課題について共同で公募を行った [20]。

 • 課題ア　モノのネットワークとクラウドを融合す
るネットワークサービス基盤の研究開発
 • 課題イ　ネットワークテストベッドを活用した日
欧における実証的共同研究
 • 課題ウ　コンテンツ指向ネットワーキングによる
省エネルギーコンテンツ配信の研究開発

公募の結果、2013 年 4 月から 2016 年 3 月までの 3 年
間、3 件の日欧の共同研究を実施した [21]。課題イでは、
日本と欧州のテストベッドを接続し、接続されたテス
トベッドを用いた実証的共同研究開発を行うことを狙
いとした。なお、第 1 弾共同研究開発の開始にあたり、
2013 年 7 月、総務省との共催により平成 25 年度「日欧
国際共同研究」に関する講演会を東京で開催した [22]。

第 2 弾では、EC が実施する Horizon 2020 と連携し
て、2014 年 1 月から 4 月まで「新世代ネットワークの
実現に向けた欧州との連携による共同研究開発および
実証」と題して、以下の 2 つの課題について共同で公
募を行った [23]。

 • 課題 A　大規模スマート ICT サービス実証基盤
を用いたアプリケーション実証
 • 課題 B　高い密度で集中するユーザに対応可能な
アクセスネットワークの開発

公募の結果、2014 年 10 月から 2017 年 9 月までの
3 年間、2 件の日欧の共同研究を実施した [24]。課題 A
では、NICT が設置する大規模 Smart ICT テストベッ
ド JOSE と、欧州で開発が進められてきたテストベッ
ド技術と実証実験の経験を連携させ、新たな価値を生
み出す ICT サービスを開発することを目的とした。な
お、第 2 弾共同研究開発の開始にあたり、2014 年 10 月、
総務省、EC との共催により、「第 5 回日欧 ICT 国際共
同研究シンポジウム」をベルギー ブリュッセルで開催
した [25]。

第 3 弾及び第 3 弾追加募集では、EC が実施する
Horizon 2020と連携して、2015年10月から2016年1月
まで（追加募集は 2016 年 4 月から 6 月まで）、以下の
3 つの課題について共同で公募を行った [26]。

 • 課題番号 183　欧州との連携による公共ビッグ
データの利活用基盤に関する研究開発
 • 課題番号 184　欧州との連携による情報指向ネッ
トワーキングに関する実証的研究開発
 • 課題番号 192　高齢者の活動的・健康的な生活を
実現するための欧州との連携によるネットワーク
プラットフォーム基盤技術の研究開発

公募の結果、2016 年 7 月から 2019 年 6 月まで（追加
募集は 2016 年 11 月から 2019 年 10 月まで）の 3 年間、
4 件の日欧の共同研究を実施した [27][28]。課題番号
184 では、日欧双方で実施されているテストベッドや
ICN（Information Centric Network）に関する研究開発
成果を活用して、ICN 技術を展開するために効果を発
揮するグローバルなテストベッドを構築・フェデレー
ションし、高品質メディアやコンテンツ配信などを多
数の多様な環境にあるユーザに対して効率的に実現す
るための ICN プロトコルやフレームワークを開発す
ることを目的とした。なお、2016 年 10 月、総務省、EC
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との共催により、「第 6 回日欧国際共同研究シンポジウ
ム」を幕張メッセで開催した [29]。

第 4 弾では、EC が実施する Horizon 2020 と連携し
て、2017 年 10 月から 2018 年 1 月まで、以下の 2 つの
課題について共同で公募を行った [30]。

 • 課題番号195　欧州との連携によるハイパーコネク
テッド社会のためのセキュリティ技術の研究開発
 • 課題番号 196　欧州との連携による Beyond 5G 先
端技術の研究開発

公募の結果、2018 年 7 月から 2021 年 6 月までの 3 年
間、2 件の日欧の共同研究を実施した [31]。課題番号
196 では、100 Gbps 以上の超高速アプリケーションを
収容可能な Beyond 5G の先進的な光技術と無線技術
を用いる通信システムとネットワークの共同研究を行
うことを目的とした。なお、2018 年 12 月、総務省、EC
との共催により、「第 7 回日欧国際共同研究シンポジウ
ム」をオーストリア ウィーンで開催した [32]。

	 国際共同プロジェクト

NICT は、大容量、長距離、低遅延の伝送を必要な
ときに可能とするテストベッドの特徴を活

い

かし、アジ
ア太平洋、米州、欧州、大洋州の関係機関と連携して、
関連する研究開発成果の技術実装、社会実装及び国際

展開を推進する国際共同プロジェクトを実施している。

5.1	 シンガポール–日本間 8K 多重化ライブ配信
NICT は、2018 年 2 月のさっぽろ雪まつりの機会を

利用して、IP マルチバス技術及び IP マルチバス技術
を応用し、複数の長距離国際回線で超高精細 8 K 非圧
縮ライブ映像を多重に送信することで、途中での物理
的な回線断が発生しても、映像が一切途切れることな
く再生できることを実証した [33]。

この実証実験のため国際ネットワーク部分において
は、シンガポールの SingAREN・NSCC・南洋工科大
学、米国 Internet2・Pacific Wave・TransPAC の協力
を得て、

 • シンガポール→ [ 香港経由 ] →日本
 • シンガポール→ [ 米国西海岸経由 ] →日本

の伝送遅延時間の大きく異なる長距離 100 Gbps 国
際回線 2 本を実現している。

この回線を通して、さっぽろ雪まつりの 8 K 映像を
シンガポールに、またシンガポールからの 8 K 映像を
大阪にライブ配信した（図 4）。

5.2	 気象衛星画像リアルタイム公開
ひまわりリアルタイム（図 5）は NICT が開発した、

気象衛星データリアルタイム可視化ツール [34]–[36] で

5

図 4　シンガポール―日本間 8 K 多重化ライブ配信実証実験
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あり、年間で約 300 万アクセスがある。気象庁気象衛
星センターのひまわりクラウド [37] と NICT の時空間
データ GIS プラットフォームを L2VPN 網で接続し、
NICT 等が開発した広帯域・高遅延ネットワーク用
データ転送プロトコル HpFP（High-performance and 
Flexible Protocol）[38]–[40] により準リアルタイム伝送
している。NICT、千葉大学環境リモートセンシング
研究センター、京都大学学術情報メディアセンター、
九州大学情報基盤研究開発センター、信州大学総合情
報センターなどを JGN 及び SINET5 上の L2VPN で接
続した JHPCN 広域分散クラウド上で Web サーバを各
拠点に分散することで冗長化及び負荷分散を実現し、
台風接近に伴う停電等においても止まらない定常的な
運用を可能とした（図 6）。

ひまわりリアルタイムアプリは Google Play 及び
App Store において NPO 法人太陽放射コンソーシア
ムが公開しており（図 7）、Google Play では国内外で
1 万を超えるダウンロードがある。ひまわりリアルタ
イムは日本語、英語、韓国語、中国語（繁体字・簡体
字）、インドネシア語、ミャンマー語、タイ語、ロシア

語、フランス語、テトゥン語、マレー語の 12 か国語化
しており、アクセスの約半数が国外からである。

現在、タイ（NECTEC）、フィリピン（ASTI）、及び
台湾（ASGC）にミラーサイトを立ち上げることでアク
セスのローカリティー向上試験を進めている（図 8）。
データ伝送は JGN 国際回線を含む APAN ネットワー
クを活用しており、データ通信プロトコルは上記の
HpFP を用いている [41]。HpFP は JGN 国際回線でも
その有効性が確認されている（図 9）。

5.3	 Data	Mover	Challenge コンテスト
大量のデータを共有し活用する国際共同研究が活発

化し、これらの大容量データを国際間で高速に転送す
る需要が高まった。これに対応するため、DTN （Data 
Transfer Node、広域データ転送用に特化して構築さ
れたサーバ）[42] を利用した通信・プラットフォームが
普及してきている。

図 6　JGN 及び SINET5 上の L2VPN 網を用いたひまわりリアルタイム負荷分散システム（計画中の内容を含む）

図 5　ひまわりリアルタイム 図 7　ひまわりリアルタイムスマートフォンアプリ
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Data Mover Challenge （DMC）コンテストは、デー
タ転送技術（メモリ間・ディスク間）の競技会であり、
シ ン ガ ポ ー ル NSCC （National Supercomputing 
Centre）[43] の主催で、インフラ（100 Gbps 回線及び
DTN）を提供するパートナー機関とともに開催してい
る。成績優秀者の表彰式が、毎年 3 月頃に NSCC が開
催する国際会議 SCAsia[44] で行われている。

2019 年に最初のコンテスト DMC19 が開催され、
2020 年に DMC20、2021 年 10 月現在 DMC21 がそれぞ

れ開催されている。NICT は、DMC19 よりパートナー
として参加し、DTN （東京設置）及び東京 - 香港 - シ
ンガポール 100 Gbps を提供してきている。

競技参加チームは、自らが開発したデータ転送ツー
ルとソフトウェアを DTN 上にインストールし、コン
テストに臨む。実際には、各チームに DMC 期間中 5
日間が割り当てられ、最初の 3 日間でソフトウェアの
インストール、残り 2 日間でデータ転送し競技用に
データ収集するスケジュールである。

図 9　HpFP の NICT（日本）－ NECTEC（タイ）間でのデータ通信性能：輻輳時の高い通信性能を示している

図 8　タイ・フィリピン・台湾のひまわりリアルタイム Web ミラーリングと高速データ伝送
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図10にDMC21でのネットワーク構成、表1にDMC
の変遷を示す。

5.4	 国際間実験回線（計 500	Gbps）によるデー
タ伝送実験

長距離高速ファイル転送プロトコル MMCFTP
（Massively Multi-Connection File Transfer Protocol）
は、同時に多くの TCP コネクションを使用し、安定
し た 超 高 速 デ ー タ 転 送 を 実 現 す る も の で あ る。
MMCFTP を使った伝送実験は、NICT のテストベッ
ド等を使って、2015 年頃から行われており、2017 年

11 月に開催された SC17 での実証実験（NICT/NII 共
同）では日米間の 100 Gbps 3 経路を用い、転送速度
231 Gbps を達成した。

2 年後の SC19 においては、日米間で 100 Gbps 5 経
路の設定が可能になったことから、図11のネットワー
クを構成し、NICT/NII 共同で実証実験を行った [45]。

このネットワークは、JGN・SINET5（NII）・WIDE
プロジェクト・SingAREN・TransPAC・Pacific Wave・
Internet2・CANARIE・CAE-1（3.2参照）・GÉANT・
NORDUnet・SURFnet・TEIN*CC・AARNet から成
るものである。

図 10　DMC21 ネットワーク構成（出典 : NSCC Singapore, "Data Mover Challenge 2021 Participants' Information"） 

DMC19 DMC20 DMC21
実施期間 2019/1 – 2019/3 2019/8 – 2020/1 2021/8 – 2021/9
競技参加チーム数 7 7 *1 7 *2

パートナー数
( 回線・DTN 提供者 ) 9 19 21

DTN 数 *3

() 内は設置国。
下線は新規参加国

5
( 日本・シンガポール・
韓国・オーストラリア・
米国 )

9
( 日本 2・シンガポール・
韓国・オーストラリア・
米国・英国・オランダ・
デンマーク )

9
( 日本・シンガポール・
韓国・オーストラリア・
米国・英国・オランダ・
デンマーク・サウジアラ
ビア )

ネットワーク L2–VLAN L2–VLAN L3 、一部 L2–VLAN
テストシナリオ 両方向転送 片方向転送

1 対多の同時転送
片方向転送
1 対多の同時転送
IPv6

*1 NICT は、JAXA/NICT チームとして参加し、"Experimental Excellence Award" を受賞した。
*2 2021/10 時点の参加者数。NICT は「チーム武蔵野」として参加。
*3 DTN 間は 100 Gbps 回線で接続。

表 1　DMC の変遷
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5.5	 eVLBI 実験（長距離精密周波数比較）
NICT では、VLBI（超長基線電波干渉法）を応用し

て、大陸間の光格子時計の周波数を精密に比較する技
術を開発している。従来の測地 VLBI より格段に大域
幅の広い 3-14 GHz の観測を可能とするために、VLBI
観測局間を光ファイバネットワークによって接続する
技術（e-VLBI）を用い、イタリア INAFー NICT 間を
JGN 等の国際ネットワークで接続して 4-6 Gbps の
データレートでデータを伝送した。

国 際 ネ ッ ト ワ ー ク は、 イ タ リ ア GARR、 欧 州
GÉANT、米国 Internet2 及び TransPAC の協力を得
て構成している（図 12）。

	 その他

その他の協力の枠組みとして CENTRA と JGN 国際
ネットワークの変遷について述べる。

6.1	 CENTRA
CENTRA （Collaborations to Enable Transnational 

Cyberinfrastructure Applications）[46] は、世界レベル
で、研究所・ラボ間の協力関係を構築するためのパー
トナーシップを推進し、それ自体がフレームワークと
もなっている。

ソフトウェアで定義されたサイバーインフラ及び地
球規模問題を解決するデータ・ソフトウェアの出現を

背景にして、災害管理、環境モデリング、スマートコ
ミュニティ、コネクテッドコミュニティなどの幅広い
応用分野で、国際的な科学ネットワークに参加できる
技術的・文化的能力を備えた新世代の研究者を育成す
ることを目的とした、サイバーインフラストラクチャ
の共同研究活動を支援している。

現在の機関メンバーは以下である。
 • 米国フロリダ大 ACIS 研究所（NSF）
 • NICT
 • 台湾 CECEA （Center of Excellence for Cyber-
Enablement of Applications）
 • ポルトガル INESC-TEC （Institute for Systems 
and Computer Engineering, Technology and 
Science）
 • 韓国 KISTI （Korea Institute of Science and 
Technology Information）

最初の CENTRA 会合は 2016 年 3 月に台湾で開催さ
れ、以後、2017 年 4 月 CENTRA2 米国、2018 年 5 月 
CENTRA3 日本、2019 年 4 月 CENTRA4 韓国、2021
年 9 月 CENTRA5 ポルトガルと毎年一度開催されて
いる（2020 年は新型コロナ蔓延のため中止）。このほ
か、オンラインでウェビナーが頻繁に開催されている。

6.2	 JGN 国際ネットワークの変遷
以下に JGN 国際ネットワークの変遷経緯を示す。

 • JGN2
2004 年 8 月  東京 - シカゴ 10 Gbps  

（OC-192 SONET）
2005 年11月  東京 - バンコック 45 Mbps 

（ATM）
   東京シンガポール 155 Mbps 

（OC-3 SONET）
2007 年　 福岡 - 釜山 2.4 Gbps

  東京 - 香港 2.4 Gbps
 • JGN2plus
2008 年 東京 -LA- シカゴ 10 Gbps
2009 年 東京 - バンコック廃止

   東京 - シンガポール - バンコック 
622 Mbps

6

図 12　 国際的な VLBI 観測ネットワークへの貢献

図 11　SC19 500 Gbps 伝送実証実験
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図 13　JGN 国際ネットワークの変遷①（2004 年 8 月～ 2008 年）

図 14　JGN 国際ネットワークの変遷②（2009 年～ 2014 年 4 月）
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  福岡 - 釜山 10 Gbps
 • JGN-X
2011 年 4 月  東京 -LA 10 Gbps  

（LA- シカゴ廃止）
   東京 - シンガポール 2.4 Gbps 

（SIN-BKK は 622 Mbps 維持）
2011 年 3 月 東京 - シンガポール 廃止
2011 年 4 月 東京 - 香港 10 Gbps

  香港 - シンガポール 2.4 Gbps
2013 年 3 月 福岡 - 釜山廃止
2013 年 4 月 東京 - ソウル 10 Gbps
2014 年 4 月  シンガポール-バンコック 1 Gbps
2016 年 3 月 東京 - ソウル 廃止
 • JGN
2016 年 7 月 東京 - シンガポール 10 Gbps
2017 年 3 月 東京 -LA 廃止
2017 年 11 月  東京 - 香港／香港 - シンガポール 

100 Gbps（シンガポールと共同運用）

	 第 5 期中長期計画への展望

東京 - シカゴの 10 Gbps 回線で開始され、現在、東
京 - 香港 - シンガポールの 100 Gbps 回線を軸とした
JGN 国際回線が、アジア太平洋及び接続する米州、欧

州、大洋州の研究教育ネットワークの可用性向上に果
たしてきた役割は大きい。多国間、二国間の協力を通
じて、単独のネットワークでは実施できない広域の共
同研究プロジェクトの実現を可能にしてきた。また、
多数の研究教育ネットワークが協力することで、より
高速の伝送実験の実施や相互のバックアップを可能に
してきた（図 13 ～ 15）。

今後も、国際的な共同研究プロジェクトを着実に実
施していくことが、高速研究教育ネットワークの利用
実績となり、将来のネットワーク高度化に向けた基礎
になると考えられる。技術の進展や国際動向を踏まえ、
近い将来高速化や、Beyond 5G に向けた低遅延化等、
JGN 国際回線の一層の高度化が期待されるものと想
定される。

今後の国際回線高度化の実現のためにも、互恵的な
関係にある国内・海外の研究教育機関・ネットワーク
との協力関係や共同公募、共同研究の推進・拡大が重
要であると考えられる。
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https://www.aponet.global/
https://himawari.asia.
https://www.data.jma.go.jp/sat_info/himawari/nmhs.html#cloud.
https://www.data.jma.go.jp/sat_info/himawari/nmhs.html#cloud.
https://www.es.net/science-engagement/technical-and-consulting-services/data-transfer-nodes/.
https://www.es.net/science-engagement/technical-and-consulting-services/data-transfer-nodes/.
https://www.nscc.sg/.
https://www.sc-asia.org/.
https://www.globalcentra.org/.

